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改ざんウイルス、ガンブラー猛威

野口聡一さんが宇宙から
Twitterでメッセージ発信

さくらや、全店を清算

ライブドア、専門分野に特化した
ブログメディアを横展開

業界団体「電子書籍協会」
国内大手21出版社が結成
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　昨年11月頃から被害を拡大し続けてきたウイ
ルス通称「ガンブラー」が年明けから猛威をふ
るい続けている。このウイルスは、Adobe Acro 
bat およびAdobe Reader の脆弱性、Adobe Flash 
Player の脆弱性、Microsoft Office の脆弱性を悪
用し、利用者のPCに不正ソフトをダウンロード
する。利用者は気づかずに、PC内のID/パスワ
ードを盗まれた上で、ウェブブラウズ時にマルウ
ェアが仕込まれたサイトに強制転送されるなどの
被害を受ける。
　ここで盗まれたID/パスワードは、不正侵入な
どに使用され、サイト改ざん等に悪用される。公

表されているものに限っても、三井住友カードや
ファーストクレジット、JR東日本、本田技研、モ
ロゾフ、ハウス食品、信越放送、ローソン、京
王電鉄、民主党、NTTデータ子会社といった大
手の公式ホームページなど大小かかわらず数千
のサイトが改ざんされるという前代未聞の事態に
おちいっている。
　対策として、OSやAdobe Readerなどのアップ
デートを実施することがあげられている。

　さくらやは1月13日、ホームページ上で、全店
閉店すると発表した。さくらやは、ベスト電器の
100%子会社で、首都圏に15店舗を構える。営
業は2月28日まで。ポイントやさくらやギフト券を、
閉店までに使用するよう呼びかけている。独自の
保障プログラム「HOT安心補償」については、
ベスト電器が期間通り対応する予定だという。
　一部報道によれば、閉店後の店舗の一部を、
資本提携をしているビックカメラが承継する可能
性があると伝えらえている。
　ベスト電器は、2006年12月にさくらやを買収。
業績不振から、ベスト電器の不採算店舗を閉鎖
したり、資金不足を解消するためにビックカメラ
に資本提携をするなど働きかけてきた。しかし、
昨年発覚した障害者団体向け割引制度を悪用し
た不正郵便事件により信用力が低下しており、業
績回復が遅れていた。

　ライブドアは1月15日、特定の専門分野に特
化した2つのブログメディアをローンチした。ジ
ャンルはITと株式投資で、IT分野では元時事通
信社編集委員の湯川鶴章さんが編集長を勤める
「Tech Wave」。株式投資の分野ではファンドマネ
ージャーの広瀬隆雄さんが新興国への株式投資
について分析する「Market Hack」を、それぞれ
スタートした。

　ライブドアは2009年初頭からブログメディアに
関心を高め、同年1月に経済学者の池田信夫氏
を編集長に迎えたブログマガジン「アゴラ」、4
月のポータルサイトリニューアルではトップペー
ジで個人ブログを紹介、そして10月にはブログ
記事紹介メディア「BLOGOS」を立ち上げていた。
　専門メディアを多数運営するモデルは米
Gawker Mediaが成功例を示しており、ライブド
アはそれに追従する形で、多数のブログメディア
を運営。既成メディアとは異なる切り口で、ニュ
ースを堀り下げた双方向言論プラットフォームと
して活性化を計りたい考えだという。
　　　　　　　　　　　　　　　　 （増田真樹）

　ロシアのソユーズ宇宙船で宇宙に旅立ち、国
際宇宙ステーション（ISS）で5ヶ月に渡るミッシ
ョンに従事する野口聡一さんが12月29日、
Twitterを使用して、メッセージを発信した。始
めの一言は「日本の皆様へ、はるかISSからメリ
ークリスマス！」。
　野口さんは、発射前からTwitterで積極的にメ
ッセージを発信しており、ISSに入ってからも、定
期的にメッセージを発信し、宇宙から眺めた地球
の光景を克明に伝えている。
　きぼうの実験棟に移動してからもTwitterでの
発信を続け、「今朝はモルディブ諸島の感動的に
美しい環礁を見ました。そのわずか10分後には
ヒマラヤ山脈上空を通過。すごいね！」など、臨
場感あふれるメッセージに注目が集まった。

　講談社や集英社、小学館など国内大手出版21
社が電子書籍の業界団体一般社団法人「日本電
子書籍出版社協会」（仮称）を2月に設立する。
米Amazom.comの電子書籍リーダー「キンドル」
が2月に発売されるなど、電子書籍市場の急拡
大が見込まれる中、コミックを除き9割のシェア
を持つ業界団体を結成することで、国内における
主導権を確保しようという考えだ。
　参加予定とされる出版社は、朝日新聞出版、
NHK出版、学研ホールディングス、角川書店、
河出書房新社、講談社、光文社、実業之日本社、
集英社、主婦の友社、小学館、祥伝社、新潮社、
ダイヤモンド社、筑摩書房、中央公論新社、徳
間書店、日経BP社、PHP研究所、双葉社、文芸春秋。
　母体は電子書籍販売サイト「電子文庫パブリ
(http://www.paburi.com/paburi/)」を運営する
「電子文庫出版社会」で、値付けや著作権など、
幅広い内容を議論・検討していくという。
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